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令和７年度（第２回）  

奈良県独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構運営協議会 開催概要 

 

１ 開催日時   

令和８年２月１７日（火） １５：００～１６：３０ 

 

２ 開催場所   

奈良職業能力開発促進センター会議室 

 

３ 協議内容 

（１）求職者への支援（令和７年度実績及び令和８年度実施計画） 

（２）事業主等への支援（令和７年度実績及び令和８年度実施計画） 

   （生産性向上人材育成支援センターで行う事業主支援業務） 

（３）令和８年度訓練コースの設定（奈良県訓練計画専門部会報告） 

 

４ 議事経過 

資料に沿って事務局から説明が行われた後、意見交換が行われた。主な意見は以下

のとおり。 

 

（離職者訓練について） 

〇訓練の受講をあっせんするハローワークの職員の学ぶ機会を設けるなど、県、労働局・

ハローワーク、ポリテクセンター、教育訓練実施機関との連携した取組をお願いする。 

 

（生産性向上支援訓練について） 

○人材不足で高齢化が進む中、転倒などの高齢者の災害が増加しており、安全な職場環

境の構築が必要であるとともに、メンタルヘルス対策やモチベーション強化も必要に

なるため、ミドルシニアコース（70歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向け

の訓練）の取組は評価できる。 

また、ベテラン人材は自らの知識を見える化することや、言葉で伝えることが苦手な

面もあることから、技能・ノウハウの継承方法等を伝授できるよう取り組んでいただ

きたい。 

 

（全般について） 

○企業側から見れば、労働者より管理者がＡＩでいかに人手不足を解消するかという必

要性に駆られていると感じるため、そうした経営者向けのＡＩが学べるメニューを用

意していただきたい。 
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令和７年度 

奈良県独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構運営協議会 委員名簿 

 

 

 

区 分 

 

氏  名 

 

所 属 及 び 職 名 

学識経験者 

（３名） 

熊谷 礼子 （会長） 帝塚山大学 副学長 経済経営学部教授 

田中 篤則 株式会社奈良新聞社 代表取締役社長 

竹村 嘉基 奈良県職業能力開発協会 専務理事 

労働者代表 

（２名） 

本村 秀史 日本労働組合総連合会奈良県連合会 事務局長 

田中 篤史 電機連合奈良地方協議会議長 

中小企業等代表 

（４名） 

江口 良浩 一般社団法人奈良経済産業協会 専務理事 

古林 葉二 奈良県商工会議所連合会  常任幹事 

今仲  進 奈良県商工会連合会 専務理事 

中西 秀人 奈良県中小企業団体中央会  専務理事 

行政機関 

（２名） 

樽見 晋平 奈良労働局職業安定部長 

秋本  諭 奈良県産業部人材・雇用政策課長 

（順不同） 


